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２. 市民ニーズの多様化
厳しい財政状況下にあっても、ますます高度化・多様化する市民ニーズに対応し、かつサービス

の質を向上させなければなりません。
しかし、限られた財源でこれを実現するには、これまでの「あれも、これも」から「あれか、これか」へ

の“発想の転換”と“意識の改革”が不可欠となります。
事業の選択、財源の重点配分、さらなる創意工夫による効率的・効果的な行政運営への移行が求

められています。

§１ なぜ、行政評価を導入するのか（背景）

１．厳しい財政状況
魚津市の財政状況は、長引く景気低迷等により、市税収入をはじめとする一般財源（自由に使え

るお金）が減少する一方、これまでの施設整備のために借り入れた市債（借金）の償還とその管理運
営経費、急速な少子高齢化に伴う扶助費等の義務的経費などが増加してきたことにより、たいへん
厳しい状況に陥っています。
このままでは、新たな市民ニーズへの対応も極めて困難なため、早急な財政健全化と持続可能な

財政基盤の確立が求められています。

はじめに

魚津市では、平成16年２月に策定した「第３次魚津市行政改革大綱」で、新たに行政評価システム
を導入し、中長期的には、第３次魚津市総合計画に基づいた施策及び政策の評価を実施すること
を明らかにしています。
また、平成18年３月に策定した「第３次魚津市総合計画第８次基本計画」で、行政評価システムの

活用による新たな自治体経営に取り組むことを重点課題としています。
平成18年度以降は、行政評価システムを新たな自治体経営に取り組むための中心に位置づけて

継続して実施していきます。
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大きな視点から、目指すべき方向や目的を示し
たものです。
（市のビジョンを実現させるための方針）

政策という大きな目的を達成するための個々
の方策です。

日々の行政（市役所）が行う仕事そのもので、
目に見える業務です。
（施策の目的を達成するための具体的手段）

§ ２ 行政評価とはどういうものか（定義）

行政評価とは、行政の活動（市の仕事）が市民のために役立っているのかを点検・評価することに
よって、課題を見つけ出し、仕事のやり方や限られた行政資源（人員・予算など）の使い方を改革・改
善するための手法（道具）です。
一般的に行政の活動（市の仕事）は、『政策』、『施策』、『事務事業』という三層の構造として捉えるこ

とができます。これらが相互に目的と手段の関係を持ちながら一つの体系を形成しています。（図１）
したがって、一口で行政評価といっても、実際には、それぞれ各層に応じて『政策評価』、『施策評

価』、『事務事業評価』があります。
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§ ３ 行政評価のねらいは何か（目的）

１．成果重視の徹底による効率的・効果的な行政運営の実現
行政活動（市の仕事）について、予算の大小や提供したサービスの量だけで評価するので

はなく、“地域や市民にとって、どれだけの成果が得られたのか”という視点に立って点検し、
最も効率的・効果的な行政運営の手法を目指して再構築していきます。

２. ＰＤＣＡの行政運営サイクルの確立
市の政策目的実現のために、より高い目標を達成するための効果的な行政運営の流れ

（ＰＤＣＡ行政運営サイクル）を確立し、継続して実施していきます。（図２）

３．市民との協働に基づく市民本位の行政運営の実現
市では、市政運営にあたって市民との協働で取り組んでいくこととしています｡

その前提として行政評価システムを活用することで、市の仕事をわかりやすく市民の皆さん
に示し、情報を共有化したうえで、市民の皆さんの意見を市政運営に反映していきます。

４．職員の意識改革
評価を通じて仕事の目的・目標を明らかにし、経営感覚も取り入れながら、サービスを受け

る市民の視点に立って、新たな創意工夫を行いながら仕事に取り組むという、職員の意識
改革につなげていきます。
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ＰＤＣＡサイクルの考え方は、民間企
業が製品の品質向上や、経費削減な
どを検討する際に広く用いられてきま
した。
一つのプロジェクトについて、計画か

ら改善までのプロセスを継続することに
よって、より良い成果を上げることが期
待できます。

ＰＤＣＡサイクルの最大の特徴は、計
画から改善に至るプロセスを、さらに次
の計画に結びつけることにあります。近
年、中央政府や地方自治体において、
行政評価を導入する動きが多く、この
行政評価はPDCAサイクルを念頭に置
いて導入することで高い効果を得られ
ると言えます。

ＰＤＣＡサイクルの考え方は、民間企
業が製品の品質向上や、経費削減な
どを検討する際に広く用いられてきま
した。
一つのプロジェクトについて、計画か

ら改善までのプロセスを継続することに
よって、より良い成果を上げることが期
待できます。

ＰＤＣＡサイクルの最大の特徴は、計
画から改善に至るプロセスを、さらに次
の計画に結びつけることにあります。近
年、中央政府や地方自治体において、
行政評価を導入する動きが多く、この
行政評価はPDCAサイクルを念頭に置
いて導入することで高い効果を得られ
ると言えます。

目標を設定して、そ
れを実現するための
計画を決定する。

目標を設定して、そ
れを実現するための
計画を決定する。

Ｐｌａｎ（計画）ＰＰｌａｎ（計画）

計画にしたがって実
行する。
計画にしたがって実
行する。

Ｄｏ（実行）ＤＤｏ（実行）

目標の達成度合い
を評価し、結果を目
標と比較するなど分
析を行う。

目標の達成度合い
を評価し、結果を目
標と比較するなど分
析を行う。

Ｃheck（評価）ＣＣheck（評価）

計画を継続するかどう
か、内容を変更するか
どうかについて決定す
る。

計画を継続するかどう
か、内容を変更するか
どうかについて決定す
る。

Ａction（改善）ＡＡction（改善）

ＰＤＣＡ行政運営サイクルＰＤＣＡ行政運営サイクル

図２
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２．今後の取組み
平成18年度においては、一部の評価になじまない事務事業を除いて、原則、全ての『事務事業評価』

を実施します。また、平成18年３月に策定した第３次総合計画第８次基本計画に掲げる全ての『施策評
価』を試行します。
平成19年度においては、全施策及び全事務事業（一部対象外を除く）の評価を実施します。
行政評価システムの定着とその質の向上を図るとともに、施策、事務事業、それぞれの優先度評価も

併せて実施し、施策ごとの財源配分による予算編成を目指します。
※施策評価・・・基本計画に掲げた施策の目的と成果指標を設定しながら、「施策の目的は何か」

「その目的がどの程度達成されているのか」「実施している事務事業が施策の目的に
貢献しているのか」「目標を達成するにはどうしたらいいか」「目標を見直すべきか」など、
分析・検証を行い、施策の方向性を定めるための評価です。
この評価をもとに、施策、事務事業の優先度や見直しなどについても判断します。

※事務事業評価・・・施策の目的・目標を達成するために行っている事務や事業について、その成果
（市民の皆さんの満足度）について数値目標を設定しながら、「誰（何）が」「どのような状態に
なるために」「いくらのお金を使って」 「どのようなことをする」のか、また、「期待したとおりの
成果は挙がっているのか」「もっとやり方を改善すべきところはないか」などの分析・検証を行
い、改革・改善を進めるための評価です。

２．今後の取組み
平成18年度においては、一部の評価になじまない事務事業を除いて、原則、全ての『事務事業評価』

を実施します。また、平成18年３月に策定した第３次総合計画第８次基本計画に掲げる全ての『施策評
価』を試行します。
平成19年度においては、全施策及び全事務事業（一部対象外を除く）の評価を実施します。
行政評価システムの定着とその質の向上を図るとともに、施策、事務事業、それぞれの優先度評価も

併せて実施し、施策ごとの財源配分による予算編成を目指します。
※施策評価・・・基本計画に掲げた施策の目的と成果指標を設定しながら、「施策の目的は何か」

「その目的がどの程度達成されているのか」「実施している事務事業が施策の目的に
貢献しているのか」「目標を達成するにはどうしたらいいか」「目標を見直すべきか」など、
分析・検証を行い、施策の方向性を定めるための評価です。
この評価をもとに、施策、事務事業の優先度や見直しなどについても判断します。

※事務事業評価・・・施策の目的・目標を達成するために行っている事務や事業について、その成果
（市民の皆さんの満足度）について数値目標を設定しながら、「誰（何）が」「どのような状態に
なるために」「いくらのお金を使って」 「どのようなことをする」のか、また、「期待したとおりの
成果は挙がっているのか」「もっとやり方を改善すべきところはないか」などの分析・検証を行
い、改革・改善を進めるための評価です。

１．これまでの取組み
本市では、行政評価システムを導入するにあたり、まず最も基礎的で市民に身近な事業を評価対象とす

る「事務事業評価」から開始しました。
平成14年度から試行的に導入しており、評価表の記載から内容の点検にいたる研修を重ねながら、平成

14年度以降、毎年度その対象事業数を拡大してきました。平成17年度では、全事務事業の約４分の１の評
価を実施しました。

１．これまでの取組み
本市では、行政評価システムを導入するにあたり、まず最も基礎的で市民に身近な事業を評価対象とす

る「事務事業評価」から開始しました。
平成14年度から試行的に導入しており、評価表の記載から内容の点検にいたる研修を重ねながら、平成

14年度以降、毎年度その対象事業数を拡大してきました。平成17年度では、全事務事業の約４分の１の評
価を実施しました。

§ ４ どのように評価するのか（内容）
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事務事業の実施によ
り達成しようとする目
的・目標や成果を設
定します。

事務事業の実施によ
り達成しようとする目
的・目標や成果を設
定します。

Ｐｌａｎ（計画）Ｐｌａｎ（計画）

事業の目的
◇誰（何）を対象として 【対象】
◇どのような方法で 【手段】
◇どのような状態にしたいのか 【意図】

事業費
◇人件費を含めた総事業費とその財源

事業概要
◇事業開始のきっかけ
◇事業をとりまく環境
などを明らかにしながら、目標に向かって事業を実施します。

事業の目的
◇誰（何）を対象として 【対象】
◇どのような方法で 【手段】
◇どのような状態にしたいのか 【意図】

事業費
◇人件費を含めた総事業費とその財源

事業概要
◇事業開始のきっかけ
◇事業をとりまく環境
などを明らかにしながら、目標に向かって事業を実施します。

Ｄｏ（実行）Ｄｏ（実行）

活動指標（事業の手段の多寡、行政の活動量）や成果指標
（目標の達成度合い）を数値化し、明確にした上で、
「目的妥当性」 「有効性」 「効率性」「公平性」

の視点から評価します。
※目的妥当性は「現状の目的が上位の目的（施策）に結びつくか」
「税金を使って達成すべき目的か」などを評価します。
※有効性は「成果を向上させる余地はあるか」「類似事業との連携
や統合の可能性はないか」などを評価します。
※効率性は「成果を下げずに事業費・人件費を削減できないか」
などを評価します。
※公平性は「受益者は誰か」「負担の是非は」「負担の程度は妥当
か」などを評価します。

活動指標（事業の手段の多寡、行政の活動量）や成果指標
（目標の達成度合い）を数値化し、明確にした上で、
「目的妥当性」 「有効性」 「効率性」「公平性」

の視点から評価します。
※目的妥当性は「現状の目的が上位の目的（施策）に結びつくか」
「税金を使って達成すべき目的か」などを評価します。
※有効性は「成果を向上させる余地はあるか」「類似事業との連携
や統合の可能性はないか」などを評価します。
※効率性は「成果を下げずに事業費・人件費を削減できないか」
などを評価します。
※公平性は「受益者は誰か」「負担の是非は」「負担の程度は妥当
か」などを評価します。

分析・評価の結果、
認識された課題を解
決するための
改革・改善策
を検討し、新年度の
事業計画に反映させ
ます。

分析・評価の結果、
認識された課題を解
決するための
改革・改善策
を検討し、新年度の
事業計画に反映させ
ます。

Ａｃｔｉｏｎ（改善）Ａｃｔｉｏｎ（改善）

§ ４ どのように評価するのか（内容） （つづき）

Ｃｈｅｃｋ（評価）Ｃｈｅｃｋ（評価） ６



§ ５ 行政評価により何が期待されるか（効果）

１．目標達成に向けた戦略的な行政運営
市が掲げる目標（ビジョン）の達成に向けて、行政活動（市の仕事）を戦略的に進めることがで

きます。
◆目標の達成度合いや課題が的確に把握され、行政資源（人員、予算等）が重点的・効率的に
配分されます。
◆事業の実施内容が、目的・目標の達成に結びついていない場合には、より効果的な内容に
見直されます。
◆これまで継続して実施されてきた事業でも、実際には目的・目標の達成のために役立ってい
ない（貢献度の低い）ものが明らかとなり、事業の廃止・縮小・統合などが行われます。

２．市民との協働による行政運営
様々な行政活動（市の仕事）を分析・評価したものを公表することで、市民の皆さんと情報を共

有化することが可能となり、より多くの視点から、市民の声を取り入れた施策・事務事業を検討す
ることができます。

３．職員の資質向上
◆職員が自分の担当する仕事の意義を確認できます。
◆行政活動（市の仕事）を企画立案・実施する職員が、常に目的・目標の達成を意識するように
なります。
◆職員が他課の仕事を参考にしたり、他課の仕事と連携をとることにより、効率性・実効性を高め
ることができます。
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§ ６ 評価した後はどうするのか（活用）

行政評価
【活用（公表）】
行政評価行政評価

【活用（公表）】

予 算
【財源の重点的
・効率的配分】

予予 算算
【財源の重点的
・効率的配分】

政 策
【重点施策推進】

政政 策策
【重点施策推進】

評価結果を踏まえ
重点施策の推進
を図ります。

評価結果を踏まえ
重点施策の推進
を図ります。

予算編成に活用し、限
られた財源を重点的・
効率的に配分します。

予算編成に活用し、限
られた財源を重点的・
効率的に配分します。

市 民
【サービス向上】

市市 民民
【サービス向上】

全評価表を公表し、
市民の皆さんと情報

を共有します。

全評価表を公表し、
市民の皆さんと情報

を共有します。

評価結果に基づく継続的な
改革・改善を繰り返すことによ
り、市民満足度の高いサービ

スの提供に努めます。

評価結果に基づく継続的な
改革・改善を繰り返すことによ
り、市民満足度の高いサービ

スの提供に努めます。
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【施策の
優先度評価】

【施策の個別評価】

【事務事業の優先度評価】

【事務事業の個別評価】

行政経営戦略会議メンバー行政経営戦略会議メンバー

全庁的な観点から施策の優先順
位付け、施策ごとの財源枠配分
と評価を行う。

施策担当課長施策担当課長

施策における事務事業の優先度
を決定する。

事務事業担当者事務事業担当者（係員）（係員）

事務事業の目標を設定し、改革
改善を実践する。

総合計画の体系に基づく評価のしくみ

施策担当課長施策担当課長

施策の目的、成果指標を決定し、
目標達成に責任を持つ。

＜実施時期＞＜評価者と役割＞

Ｈ１９試行
Ｈ２０実施

（以降継続）

Ｈ１８試行
Ｈ１９実施

（以降継続）

Ｈ１８試行
Ｈ１９実施

（以降継続）

Ｈ１７以前試行

Ｈ１８実施

（以降継続）

施 策

事務事業

事務事業

政 策

§ ７ 行政評価の体系

９


